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特別調査結果 

－市内企業における原油高・円高の影響と資金調達環境について－ 
 
○特別調査回収数５１９社 （回収率：５４.７％） 

 市内本社企業 
 大企業 中堅企業 中小企業 

市外本社企業 合 計 

製造業 
２３ 
（５３） 

２１ 
（３５） 

１８７ 
（３２１） 

９ 
（２６） 

２４０ 
（４３５） 

非製造業 
２７ 
（６０） 

６７ 
（１３３） 

１５８ 
（２７５） 

２７ 
（４６） 

２７９ 
（５１４） 

合 計 
５０ 

（１１３） 
８８ 

（１６８） 
３４５ 
（５９６） 

３６ 
（７２） 

５１９ 
（９４９） 

 注 下段の（ ）内は発送企業数 

 
１ 原油高および円高について 
（１）原油高の経営への影響と対策 

 ①原油高の経営への影響 

 原油高による今期（平成19年 10～12月期）の経営への影響については、原油高が経営を「大きく圧迫

している」と回答した企業が14.8％、「ある程度圧迫している」が40.8％を占めており、両者を合わせた

割合は全体の過半数（55.5％）を占めた。 

 また、業種別では両者を合わせた割合が製造業で59.9％と高くなっており、非製造業を８ポイント程度

上回っている。個別業種では、石油・化学等（83.3％）の他、鉄鋼・金属等（64.3％）、その他製造業（69.2％）、

運輸・倉庫業（69.4％）、卸売業（69.6％）などで高くなっている。また、規模別では、大企業や中堅企業

と比較して、中小企業で圧迫していると回答した企業の割合が60.1％と高くなっている。 

図表1 原油高による今期の経営への影響（％） 
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図表2 経営を圧迫していると回答した主な業種（％） 

大きく圧迫している ある程度圧迫している 計
全産業 14.8 40.8 55.5
石油・化学等 41.7 41.7 83.3
鉄鋼・金属等 9.5 54.8 64.3
一般機械 4.9 61.0 65.9
その他製造業 19.2 50.0 69.2
運輸・倉庫業 41.7 27.8 69.4
卸売業 19.6 50.0 69.6
飲食店・宿泊業 7.1 64.3 71.4  

        注）四捨五入の関係で、各選択肢の回答と計の数値は一致しない。 
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②原油高による影響への対策 

 原油高が経営を「大きく圧迫している」「ある程度圧迫している」と回答した企業に対して、「原油高に

よる影響への対策」を質問したところ、現在、「行っている」対策としては、「固定費の削減」が38.8％と

最も多く、次いで「調達コストの削減」（17.3％）、「販売価格への転嫁」（14.2％）となっている。また、

現在「交渉中・準備中」の対策としては、「調達コストの削減」が 49.3％と最も多く、次いで「販売価格

への転嫁」が40.6％を占めている。原油高の影響を受ける企業としては、まず内部の固定コストの削減に

努力し、次いで外部との取引関係でのコスト削減を検討していることがわかる。なお、「行っている」と「交

渉中・準備中」の回答を加えた割合では、多い順に「固定費の削減」、「調達コストの削減」、「販売価格へ

の転嫁」となっている。 
図表3 原油高による影響への対策 
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③販売価格への転嫁 

 業種別に「販売価格への転嫁」の実施状況をみると、「行っている」では製造業が 16.3％を占め、非製

造業の12.1％を 4.2ポイント上回っている。「交渉中・準備中」も製造業が43.3％、非製造業が37.9％と

製造業が非製造業を上回っている。また、規模別にみると「行っている」と回答した割合は大企業が25.0％

と高いことが特徴的であり、中堅企業の5.6％、中小企業の14.3％を大きく上回っている。 

図表4 販売価格への転嫁（業種別、規模別） 
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④調達コストの削減 

 「調達コストの削減」を業種別にみると、「行っている」では製造業が18.0％に対して、非製造業は16.5％

であり、製造業が非製造業を 1.5 ポイント上回っている。一方「交渉中・準備中」では製造業が 45.3％、

非製造業が53.2％で非製造業が製造業を上回っている。また、規模別では「行っている」と回答した割合

は大企業が15.0％、中堅企業の20.0％、中小企業の16.0％と中堅企業がやや高いものの、「販売価格への

転嫁」と比較して、規模間の差は小さい。一方、「交渉中・準備中」との回答は中堅企業が 54.3％、中小

企業が49.5％を占めて大企業（40.0％）を大きく上回っており、中堅・中小企業にとって「調達コストの

削減」は今後の重要対策と位置づけられていると考えられる。 

図表5 調達コストの削減（業種別、規模別） 
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⑤固定費の削減 

 「固定費の削減」は前述したように、最も回答の多かった原油高対策であり、「行っている」が製造業

37.4％、非製造業 40.3％と、業種を問わず実行割合の高い対策でもある。また、規模別にみると、「行っ

ている」と回答した割合は、規模の大きい大企業（52.4％）と市外本社企業（59.1％）が過半数を超えて

おり、中堅企業の29.4％、中小企業の36.8％を大きく上回っているのが特徴的である。 

 ②～④での結果を総括すると、現在最も行っている対策は「固定費の削減」で、今後の実施を計画して

「交渉中・準備中」の対策が「調達コストの削減」と「販売価格への転嫁」である。 

 図表 6 固定費の削減（業種別、規模別） 
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（２）円高による経営への影響と対策 

①円高による経営への影響 

 円高による今期（平成19年 10～12月期）の経営への影響については、円高が経営を「大きく圧迫して

いる」と回答した企業が3.9％、「ある程度圧迫している」が17.5％を占めており、両者を合わせた割合は

全体の21.4％を占めた。業種別では、両者を合わせた割合が製造業は26.1％と非製造業を９ポイント程度

上回っている。個別業種では、輸送用機械（34.6％）の他、鉄鋼・金属等（34.1％）、卸売業（32.7％）、

石油・化学等（27.3％）、運輸・倉庫業（27.8％）などで高くなっている。規模別では、中堅企業、中小企

業と比較して、大企業で「大きく圧迫している」とする回答が12.0％と高くなっているのが特徴的である。 

 図表 7 円高による今期の経営への影響（業種別、規模別） 
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②円高による具体的な影響 

 円高が経営を「大きく圧迫している」「ある程度圧迫している」と回答した企業に対して、「円高による

具体的な影響」を質問したところ、「為替差損」が 37.9％と最も多く、次いで「取引先（輸出企業）から

の受注減」（20.4％）、「取引先（輸出企業）からの要請による製品価格の下落」（17.5％）であった。業種

別には、製造業では「為替差損」（42.1％）と「取引先（輸出企業）からの要請による製品価格の下落」（22.8％）

が非製造業をそれぞれ 10 ポイント程度上回っている。また、規模別にみると、大企業では 91.7％が「為

替差損」と回答しており、一方、中小企業では「取引先（輸出企業）からの要請による製品価格の下落」

（21.6％）が相対的に高くなっている。 

 図表 8 円高による経営への具体的な影響（業種別、規模別） 
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③円高による影響への対策 

 円高が経営を「大きく圧迫している」「ある程度圧迫している」と回答した企業に対して、「円高による

影響への対策」を質問したところ、現在、「行っている」対策としては、「固定費の削減」が36.1％と最も

多く、次いで「販売価格への転嫁」（15.4％）、「調達コストの削減」（14.6％）となっており、「海外生産の

増加」は10.6％であった。また、現在「交渉中・準備中」の対策としては、「調達コストの削減」が54.4％

と過半数を占めて最も多く、これに次いで「販売価格への転嫁」が40.4％、「固定費の削減」が29.9％と

続き、「海外生産の増加」については17.6％と他の対策と比較して低かった。 

 図表 9 円高による影響への対策（業種別、規模別） 
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④販売価格への転嫁 

 業種別に「販売価格への転嫁」の実施状況をみると、「行っている」では製造業が 13.1％、非製造業が

18.6％を占め、非製造業が製造業を5.5ポイント上回っている。「交渉中・準備中」では製造業が42.6％、

非製造業が 37.2％であり、製造業が非製造業を 5.4 ポイント上回っている。また、規模別にみると、「行

っている」と回答した割合は市外本社企業が 25.0％と高いこと、「交渉中・準備中」との回答は中堅企業

で63.6％と高いことが特徴的である。 

 図表 10 販売価格への転嫁（業種別、規模別） 
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⑤調達コストの削減 

 「調達コストの削減」を業種別にみると、「行っている」は製造業が16.7％に対して、非製造業は11.6％

であり、製造業が非製造業を５ポイント上回っている。一方「交渉中・準備中」では製造業が46.7％、非

製造業が65.1％であり、非製造業が製造業を大きく上回っている。また、規模別にみると、「行っている」

と回答した割合は市外本社企業（25.0％）や大企業（16.7％）で高く、「交渉中・準備中」との回答は中堅

企業（90.0％）、中小企業（56.2％）で高いことが特徴的である。 

 図表 11 調達コストの削減（業種別、規模別） 
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⑥海外生産の増加 

 「海外生産の増加」を業種別にみると、「行っている」は製造業が13.2％に対して、非製造業は6.3％で

あり、製造業が非製造業を７ポイント程度上回っている。規模別にみると、「行っている」と回答した割合

は大企業（16.7％）で高く、「交渉中・準備中」との回答は中堅企業（25.0％）で高いことが特徴的である。 

図表12 海外生産の増加（業種別、規模別） 
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２ 資金調達環境について 

 

（１）資金需要の状況 

 

①全体の動き 

 市内企業の今年度（平成19年度）の資金需要の見通しは、全体では、昨年度（平成18年度）とほぼ同様で

あり、「変わらない」が 53.1％で最も高い回答となっており、「増加する」が 30.8％、「減少する」が 9.8％と

「増加」が「減少」を上回っている。昨年度の調査結果と比較すると、「増加する」と「減少する」の値にほ

とんど差がなく、資金需要はほぼ横ばいの推移となっている。 

 資金需要を目的別にみると、全ての目的で「増加する」が「減少する」を上回っており、特に、“運転資金”

で「増加する」と「減少する」との差が大きくなっている。昨年度調査結果と比較すると、大きな変化は認め

られないが、「設備資金」で「増加する」という回答が多少低下し、「研究開発資金」では「増加する」と「低

下する」という回答がともに増加している。 

 

図表 13 今年度の資金需要（全産業、目的別） 

 

②規模別の動き 

 今年度（平成 19 年度）の市内企業の資金需要の状況を規模別にみると、資金需要全体では、市外本社企業

を除く全ての規模で「増加する」が「減少する」を大きく上回っており、大企業、中堅企業、中小企業ともに

ほぼ同等に「増加する」が高い回答となっている。 

 目的別では、運転資金については、市外本社企業を除く全ての規模で「増加する」が「減少する」を上回っ

ており、特に「中小企業」で「増加する」という回答が高くなっている。 

 設備資金は、市外本社企業を除く全ての規模で「増加する」が「減少する」を上回っており、特に大企業で

は両者の差が大きくなっている。また、大企業では「ない」との回答が 4.1％であるのに対して、中堅企業、

中小企業では「ない」との回答が10％を大きく超えている。 

研究開発資金は、大企業、中堅企業、中小企業で「増加する」が「減少する」を上回っているが、他の目的

と比較すると、各規模ともに両者の差は小さい。また、「ない」も他の目的と比較すると高く、中堅企業、中

小企業では40％を超えている。 
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 返済資金では、大企業、中堅企業、中小企業で「増加する」が「減少する」を上回っている。中小企業で「増

加する」との回答が高くなっている。 

 
図表 14 今年度の資金需要（規模別、目的別） 

 

（ ）内は回答件数 
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（２）現在の資金調達方法 

 市内企業の現在の資金調達方法（利用しているもの全て：内部資金を除く）は、全体では「金融機関の

プロパー融資」が 77.1％と突出して高い回答となっており、これに「信用保証付融資」（24.6％）、「政府

系金融機関融資」（22.5％）が 20％台で続いている。 

 規模別にみると、いずれの規模でも「金融機関のプロパー融資」の回答は突出して高い回答となってい

る。「信用保証付融資」、「政府系金融機関融資」は中小企業で他の規模と比較して高い回答率となっている。

また、「株式・社債」は大企業、市外本社企業で中堅企業、中小企業と比較して高く、規模によって回答率

の差が大きくなっている。 
図表 15 資金調達方法：複数回答（規模別、目的別） 
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90 ％

全体(475) 77.1 24.6 22.5 12.8 7.4 2.1 16.0

大企業 (45) 75.6 0.0 13.3 31.1 0.0 0.0 31.1

中堅企業(79) 72.2 12.7 13.9 16.5 6.3 1.3 24.1

中小企業(322) 78.3 33.2 27.0 8.4 9.3 2.5 11.5

市外本社企業(29) 79.3 0.0 10.3 24.1 0.0 3.4 20.7

金融機関の

プロパー融資

信用保証付

融資

政府系金融

機関融資
株式・社債 個人資産 ノンバンク その他

 

  

（３）資金繰り状況 

 市内企業の今年度（平成19年度）の資金繰り状況は「普通」が51.4％と最も高くなっているが、「やや

厳しい」（21.7％）、「非常に厳しい」（7.4％）をあわせて29.1％の企業が“厳しい”と回答しており、“楽”

（「非常に楽」＋「やや楽」）と回答した19.6％を大きく上回った。 

 規模別にみると、“楽”（「非常に楽」＋「やや楽」）の回答は規模間に大きな差はないが、“厳しい”（「非

常に厳しい」＋「やや厳しい」）との回答は中小企業で高くなっている。昨年度調査結果と比較でみると、

中小企業を中心に“厳しい”という回答が上昇している。 

 

図表 16 資金繰り状況（現在の状況） 
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（ ）内は回答件数 
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 今年度（平成 19 年度）の資金繰り状況は、「変わらない」が 48.5％と最も高くなっているが、“厳しく

なった”（「非常に厳しくなった」＋「やや厳しくなった」）が30.2％で、“改善した”（「非常に改善した」

＋「やや改善した」）の21.4％を上回った。昨年度調査結果との比較でみると、“改善した”の回答は変化

していないものの、“厳しくなった”が大きく上昇しており、資金繰りは厳しい状況に変化してきている。 

 規模別にみると、“改善した”は大企業と中小企業で高くなっており、中堅企業では他の規模と比較して

低くなっている。一方、“厳しくなった”は中堅企業、中小企業では大企業と比較して回答が高くなってい

る。 

図表 17 資金繰り状況（昨年度からの変化） 
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 全体(501)  大企業 (46)  中堅企業(87)  中小企業(334)  市外本社企業(34)  昨年度370)

 非常に改善した  やや改善した  変わらない  やや厳しくなった  非常に厳しくなった
 

 

（４）資金調達環境 

 市内企業の資金調達環境における改善要因（２つまで回答）としては、「売上の伸張による信用力の上昇」

が23.7％で最も高く、「事業性の評価の向上」（20.3％）、「有利子負債の減少による信用力の増加」（12.6％）、

「金融機関の借入条件（担保、保証人）の改善」（11.3％）と続いている。「特にない」は48.7％で、全体

では最も高い回答だった。 

 規模別にみると、「売上の伸張による信用力の上昇」は中小企業で回答率が高くなっている。 

 

図表 18 資金調達環境の改善要因 
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全体(380) 12.6 23.7 11.3 3.2 1.3 20.3 48.7

大企業 (38) 10.5 13.2 7.9 7.9 0.0 13.2 55.3

中堅企業(65) 12.3 13.8 4.6 3.1 0.0 15.4 60.0

中小企業(250) 13.2 28.8 14.0 2.8 2.0 22.0 44.0

市外本社企業(27) 11.1 14.8 7.4 0.0 0.0 25.9 55.6
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（ ）は回答企業数 

（ ）内は回答件数 
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 一方、資金調達における悪化要因は「特にない」とする企業が66.5％にのぼり、突出して高い回答とな

っている。具体的な悪化要因（２つまで回答）の中では、「売上の低迷による信用力の低下」（14.3％）、「金

融機関のリスク管理強化」（12.6％）があげられているが、その他の項目はいずれも回答率が 10％を下回

っている。規模別にみると、比較的回答の多かった「売上の低迷による信用力の低下」、「有利子負債の増

加による信用力の低下」ともに、中小企業が他の規模と比較して高い回答となっている。 

 

図表 19 資金調達環境の悪化要因 
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中堅企業(62) 4.8 11.3 8.1 8.1 3.2 8.1 66.1
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（５）運転資金の借入状況 

①借入の有無 

 金融機関からの運転資金の借入の有無は、全体では「行っている」が62.4％、「行っていない」が37.6％

であった。規模別では、中小企業が他の規模と比較して高く、「行っている」との回答は 67.6％を占めて

いる。 

図表 20 運転資金の借入の状況 
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②借入の時期 

 借入の時期については、昨年（平成 19 年）の後半（7～9 月期、10～12 月期）に集中しており、「平成

19 年 10～12 月期」が 55.9％、「平成 19 年 7～9 月期」が 20.7％となっている。規模別にみても、こうし

た集中傾向は同様である。 

図表 21 直近の運転資金の借入時期の状況 
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全体(290) 1 1 1 1.4 1.4 0 4.1 6.2 7.2 20.7 55.9

大企業 (24) 4.2 0 4.2 4.2 0 0 8.3 8.3 4.2 12.5 54.2

中堅企業(43) 2.3 2.3 0 0 0 0 2.3 0 9.3 14 69.8

中小企業(214) 0.5 0.5 0.9 1.4 1.9 0 4.2 7.5 7.5 22.4 53.3

市外本社企業(9) 0 11.1 0 0 0 0 0 0 0 33.3 55.6  

 

③借入金利の型 

 借入金利の型については、「金利固定型」が63.4％、「金利変動型」が36.6％であった。規模別では、大

企業は「金利変動型」が中堅企業、中小企業と比較して高く、「金利固定型」が低いという特徴が見られる。 

 

 

図表 22 運転資金の借入金利の状況 
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④適用金利 

 借入資金の現在の適用金利は、「1.6～2.0％」と「2.1～2.5％」がともに 26.7％と高く、この範囲を離

れるにしたがって、徐々に回答率は低下している。 

 規模別にみると、規模が小さいほど借り入れ資金の適用金利が高くなるという傾向がみられ、大企業で

は、「～1.5％」が 50％以上を占めているのに対して、中堅企業では「1.6～2.1％」の範囲が最も高く、中

小企業では「2.6～3.0％」が最も回答の集中する範囲となっている。 

図表 23 借入資金の現在の適用金利 
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⑤借入期間 

 運転資金の借入期間については、「１年以下」が 38.4％で最も高い回答であり、「４年超～５年以下」

（24.9％）、「５年超」（17.4％）の順で続いている。全体では、短期と長期に回答が分かれている。 

 規模別にみると、規模が小さいほど借入期間が長くなるという特徴が出ており、大企業では「～１年以

下」が 69.6％を占めているのに対して、中堅企業では「～１年以下」が 41.9％、中小企業では 33.5％に

とどまっている。この一方で、中小企業では“４年超”という回答が５割程度を占めている。 

図表 24 運転資金の借入期間 

14.9

0.0

30.2

14.1

0.04.3

2.3

4.4

24.9

17.4
14.0

28.6

11.1

17.4 13.0 11.6
19.4

11.1

69.6

38.4 41.9
33.5

55.6

22.2
0.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社企業

(281) (23) (43) (206) (9)

 ～1年以下  1年超～3年以下  3年超～4年以下  4年超～5年以下  5年超
 

 

（ ）は回答企業数 

（ ）は回答企業数 


